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はじめに 

 2011年 3月 11日に発生した東日本大震災は、我が国の歴史上かってなかった規模の

未曾有の被害をもたらしました。その後も 2016 年 4 月の熊本地震、さらに本年、中国

四国地方を襲った豪雨水害、大阪北部そして北海道を襲った地震と、我が国では毎年の

ように、大規模な災害が発生しています。このような大災害が発生した際に、どのよう

な感染症の発生に注意していく必要があるのか、そして、どのような対応ができるのか、

本日は、「大規模災害と感染症」についてお話しさせていただきたいと思います。 

 

災害発生時の感染症 

地震や台風、豪雨などの災害発生時には、

水道・電気・ガスなどのライフラインの途絶

や、清潔な水の不足による飲料水の不足、不

十分な手洗い、さらにトイレやごみ置き場な

どの衛生環境の悪化、食料の不足による栄養

状態の悪化など、さまざまな要因が重なり、

感染症発生のリスクが大きくなることが知ら

れています（図１）。 

このような背景のなか、害発生時には

さまざまな感染症が発生することが知

られており（表１）、特に発災直後から

１週間以内の急性期には、外傷などに伴

う皮膚・創部感染症が多く見られ、発災

後 1週間以降の亜急性期・慢性期には感

冒や気管支炎、肺炎などの呼吸器感染症、



また、時期によってはインフルエン

ザ、さらに、感染性胃腸炎、時期に

よってはノロウイルス感染症や感

染性食中毒などの消化器感染症が

発生してきます。 

実際に 2011 年の東日本大震災発

生時にも、発災１週間以降から感染

症疾患が急増し（図２）、破傷風や

レジオネラなどの環境微生物によ

る感染症や、避難所では、インフル

エンザやノロウイルスによる感染症の

発生がみられました。さらに、東北大学

病院に搬送された患者さんの解析では、

高齢者の誤嚥性肺炎を含めた呼吸器感

染症や創部感染症、尿路感染症などが多

く認められました（図３）。 

 

感染症対応 

感染症対応については、災害発生時は、

通常の診療や対応がほとんど実践できない特殊な状況となっており、可能な限り現状を

把握し、できることから確実に、かつ総合的に

実践していくことがポイントになります。災害

時における感染症対応のポイントとしては、感

染症に関する情報の共有化、リスクアセスメン

トとニーズアセスメント、現場でのリスク軽減

を目的とした感染症対策の実践、感染症のサー

ベイランス体制の構築、ネットワークによる支

援協力などが挙げられます（表２）。 

まず、情報の共有化については、感

染症の診断や治療・予防に関するさま

ざまな情報を市民や医療従事者がと

もに共有することが重要となります。

東日本大震災の際には、避難所におけ

る感染症の発生を防止するため、感染

予防に関し、守るべき重要な項目を示

した「感染予防の 8カ条」や「避難所



におけるトイレ清掃のポイント」（図４）などの啓発用ポスターを作製し、多くの避難

所の掲示板などに掲示し、感染予防についての啓発活動に努めました。また、さらにそ

の後、がれきの撤去作業において破傷風などの感染症発生の懸念が高まったことから、

｢がれき撤去における破傷風感染予防のポイント｣などの啓発ポスターを作製し、配布し

ました。 

加えて、災害時の感染症の診断・治療の指針として「避難所における市中感染症発生

の経口抗菌薬使用指針」や「震災時における重症肺炎の検査診断と治療」、さらに避難

所における感染対

策を目的とした「避

難所における感染

管理上のポイント」、

「避難所における

感染対策マニュア

ル」など、医療従事

者・支援協力者向け

のさまざまな資料

を作製配布すると

ともに、教室のウェ

ブサイトにも公開

し、広く情報提供に

努めました（図５）。 

 

リスクアセスメントとニーズアセスメント 

さらに、現場のリスクアセスメントおよびニーズアセスメントの実践が必要となりま

す。 

リスクアセスメントでは、避難所や被害を受けた医療施設の現状を把握し、併せて感

染症発生のリスクや施設ごと

の問題点、課題などを評価し

ます。また、現場で何が不足

しており、何が必要なのか、

そのニーズを知るニーズアセ

スメントも行います。 

東日本大震災の際は、東北

大学の支援チームが宮城県の

行政担当者や巡回医療団の協

力のもと、合計 423 ヶ所の避



難所における感染症の発生や衛生環境などに関するリスクアセスメントを行うととも

に、消毒薬やその他必要な医療用資材に関するニーズアセスメントを行いました。避難

所のリスクアセスメントのチェック項目は、居住区域や手指衛生の状況、トイレなどの

環境整備、消毒薬の使用状況、食品管理や体調管理、自治管理など 32 項目にわたるチ

ェックリストを作成し、多く避難所で、このチェックリストを用いて感染症発生のリス

ク評価を行いました。このチェックリストは 2011年の東日本大震災の後も、2016年の

熊本地震、さらに本年の北海道の地震の際にも活用されています（図６）。 

 

現場でのリスク軽減を目的とした感染症対策の実践 

また、現場でのリスク軽減を目的とした感染症対策の実践では、避難所や医療施設な

どで、災害という特殊環境の中で、実際に対応可能であることを重視した環境衛生、感

染症対策、感染症診療など実践し、リスクを少しでも軽減していく対応が必要となりま

す。 

しかしながら、現実問題としては、通常とは異なる特殊な状況の中で、いかに的確に

感染症対策を実践し、さらに的確に感染症診療を行っていけるかはさまざまな課題があ

ります。   

実際に、医療施設では、医療物資の節約のために、輸液ラインなどの医療器材や、手

袋マスクなどの感染防護器材などの交換時期の見直しや長期の物流途絶に備えていく

ための工夫、さらに断水時のトイレ管理など、いかに総合的にマネジメントを行ってい

かなければならないかは明らかですし、避難所では、居住環境や食事管理、トイレ管理、

体調管理などの改善支援に努め、個人個人が手洗いや咳エチケット、口腔ケアなどの基

本的な感染予防を遵守していけるための支援を行っていくことが必要です。 

私たちが実際に行った避難所での対応の例を挙げますと、感染症予防や手指衛生、咳

エチケットなどのポスターを多くの人の目にふれる避難所の入り口や掲示板、トイレや

手洗い場、調理現場などに貼るとともに、アルコール手指消毒薬などをできるだけ多く

の箇所に複数設置し、特に水道が復旧していない避難所などでは汚れをふきとることが

できるウエットティッシューやペーパータオルなどの使用を推奨しました。さらに、避

難所の施設管理や健康管理の担当者を決め、保健師などと共に、避難所の感染管理上の

リスクを評価し、石鹸やアルコール手指消毒薬、次亜塩素酸ナトリウムなどの環境消毒

薬、マスク、体温計など、感染管理上必要な物品の補充に努め、治療が必要な感染症患

者が発生した場合に、搬送する医療機関への確実な連絡体制の構築さらには、搬送体制

を確保しておくなどの対応を支援しました。 

また、避難所の居住環境の管理では、個人間や家族間の距離を１－２ｍに保つことや

間仕切りなどの使用、さらに定期的な換気や適度な湿度の保持、内履きのスリッパと外

履きを区別し、生活区域へは土足で入らないように指導するなど、さまざまな管理につ

いて支援を行いました。 



特に、東日本大震災では、携帯電話などがほとんど使用できず、通信手段が遮断され

た状況で、避難所などでどのような感染症が発生しているのか、リアルタイムに把握す

ることが困難でした。そのため、今後は確実に通信手段を確保し、避難所の感染症の発

生状況をリアルタイムに把握するなどのサーベイランス体制を構築していくことが必

要となります。幸い、熊本地震では東日本大震災での経験が活かされ、地域の感染対策

ネットワークが中心となり、日本環境感染学会からの支援や周辺地域からの感染対策チ

ームとの連携協力が図られ、大規模災害時の感染症支援ネットワークのモデルともいう

べき活動が実践されました。 

 

おわりに 

最後になりますが、大規模災害の発生時には感染症は必ず発生します。今後とも東南

海トラフによる巨大地震や首都圏直下型の大地震、猛烈な台風や豪雨などによる大規模

災害の発生が懸念されています。このような大規模災害時に、総合的な感染症マネジメ

ントを的確に実践していくためにも、平時から「ヒューマンネットワーク」を構築して

いくことが重要であり、有事において「地域を結ぶ、地域を超えたソシアルネットワー

ク」を構築し、連携協力していくことがかぎとなることを強調し、私の話を終わりにい

たしたいと思います。 


